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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

地域福祉計画推進事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

地域福祉活動の推進01

実施
計画16-0101

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

　地域住民（市民、NPO・各種グルー
プ、事業所）

　地域福祉計画は、これまでの高齢者計画、障がい者計画といった個別の福祉計
画を横断的かつ包括的にとらえるもので、福祉部門の総合計画といわれる。
　第１期計画（平成18年度～平成22年度）
　第２期計画（平成23年度～平成27年度）
　第３期計画（平成28年度～平成32年度）
　　※第３期計画から、より実践的な取り組みにつなげるため、社会福祉協議会
　　　の地域福祉活動計画と一体的に策定

　地域福祉計画推進会議を開催し、計画の進行管理を行うとともに、地域福祉計
画の取り組みについて、進捗状況を確認・評価しながら、社会動向や地域福祉を
取り巻く制度変更などに対応するため、必要に応じて計画内容の見直しを行う。

・地域住民等が自らの問題として積極的
に参加し、地域福祉計画が策定されてい
る。
・計画が着実に遂行できるように地域住
民の参加の上で進行管理が行われてい
る。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 51 51 58 84

財源内訳
千円

51

市民組織・ワークショップ等の地域住民の参加者数(延
人数）

市民組織・ワークショップ等の開催回数

地域福祉計画に携わった人（延人数）

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

回

人

8 8 9 13

1 1 1 2

8 8 9 13

51 58 84

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「地域福祉計画に携わった人（延人数）」は昨年度実績から5人増加し
ている。
（原因）地域福祉計画推進会議が例年の進行管理に加え、基本目標5「誰も自殺
に追い込まれない地域づくりの推進」の追加に伴い、年2回開催されたことで、
出席者が前年度から増加した。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が中程度

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

地域福祉活動推進事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

地域福祉活動の推進01

実施
計画16-0102

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

尾張旭市社会福祉協議会

尾張旭市社会福祉協議会に対し、法人運営事業費や地域福祉事業費を補助金とし
て交付する。
◎補助対象事業
（１）社会福祉協議会の人件費・事務費・臨時職員設置費
（２）地域福祉事業（校区社会福祉推進協議会育成費・ボランティア給食サービ
ス・ボランティア連絡協議会運営費助成・福祉マインドフェア・社会福祉大会・
障がい者団体等支援事業等）

①補助金交付によって尾張旭市社会福祉
協議会の組織・体制が確立されている（
自主運営比率の向上）
②地域福祉事業（校区社協の活動やボラ
ンティア活動など）が活発になってい
る。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

8
59,842

8 8 8
60,034 62,885 62,786

財源内訳
千円

59,850

補助金額

歳出に占める自主的事業収入比率

補助金を交付した地域福祉活動の延参加者・利用者数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

％

人

59,850 60,042 62,893 62,794

69

2,941

67 70 69

2,882 3,200 2,996

60,042 62,893 62,794

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）「歳出に占める自主的事業比率」は昨年度実績と比べ2.0ポイント、「
補助金を交付した地域福祉活動の延べ参加者・利用者数」も4.0％向上している
。
（原因）「歳出に占める自主事業比率」の向上については、介護保険事業収入の
減少はあるも寄付金収入及び受託金収入の増加が要因と考えられる。「補助金を
交付した地域福祉活動の延べ参加者・利用者数」の増加は、ボランティア講座事
業等への参加者の増加による。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

●社会福祉協議会自らが、今後の在り方について検討するよう引き続き調整します。

●社会福祉協議会の体制を強化したため、市で行っている事業で、社会福祉協議会が行うほうが効率的である事業につ
いて、委託等を検討します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 △

●社会福祉協議会の今後の在り方について、自らが検討するよう伝えた。
●市で行っている事業で、社会福祉協議会が行うほうが効率的である事業の検討に向けて課内で情報共有等を図った。

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

福祉有償運送運営会議事務

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

地域福祉活動の推進01

実施
計画16-0103

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

　福祉有償運送を実施する事業者

「福祉有償運送」…道路運送法において、登録のもとに認められる「自家用有償
旅客運送」のひとつで、単独で公共交通機関を利用して移動することが困難な高
齢のかたや障がいのあるかたのために、通院、通所などを目的としてＮＰＯ法人
等が行う有償の移送サービス。移動困難な障がい者の社会参加の機会を増やすと
ともに、経済的な負担を軽減する。
　福祉有償運送運営会議では、事業者の申請に基づき、上記登録の申請に必要と
なる市の「協議が調ったことを証する書類」を交付するため、福祉有償運送の運
営内容等について審査する。

※福祉有償運送実施事業所数：2事業所　（　）内は登録の有効期限
・特定非営利活動法人 えとせとら（H32.9.28）
・社会福祉法人 麦（H32.9.28）
※登録の有効期間は、更新の場合は３年間
※新規に登録申請のあった場合や登録期限を更新する場合に会議を開催する。

　事業者が福祉有償運送を適切に実施し
ている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 45 45

財源内訳
千円

福祉有償運送運営会議の実施回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 0 1 1 0

45 45

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

遅延あり

未設定

未設定

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

更生保護活動推進事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

地域福祉活動の推進01

実施
計画16-0104

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

瀬戸保護区保護司会
瀬戸保護区保護司会尾張旭分区
尾張旭市更生保護女性会
社会を明るくする運動推進委員会

　本市域において、更生保護活動を展開する団体に対し、負担金・補助金を交付
するもの。犯罪者の社会復帰や自立を支援するという保護司の活動は、本来、法
務省の管轄下において国の責任の上で展開されるものであるが、瀬戸保護区保護
司会及び同尾張旭分区、更生保護女性会の市域における犯罪・非行の未然防止等
に直接貢献する事業に補助金等を交付する。
　法務省主唱による「社会を明るくする運動」（強調月間:７月）に負担金を交付
し、運動の推進を図る。
◆保護司会の主な活動
・各種犯罪予防啓発活動
◆更生保護女性会の主な活動
・保護司と連携した犯罪予防活動
◆社会を明るくする運動推進委員会構成団体
・保護司会尾張旭分区、尾張旭市更生保護女性会
　尾張旭市民生委員児童委員協議会、尾張旭市社会福祉協議会、尾張旭市

団体活動の促進と犯罪や非行のない地域
社会の実現を目指している。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 680 680 680 680

財源内訳
千円

680

補助金、負担金の額

補助金、負担金による実施事業数

社会を明るくする運動への参加者数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

事業

人

680 680 680 680

13

918

14 13 14

962 800 1,130

680 680 680

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「補助金、負担金による実施事業数」については、前年度から増減なし
。「社会を明るくする運動への参加者数」については、作文コンテストの参加者
数が203人増加したこともあり、増加した。
（原因）「社会を明るくする運動への参加者数」については、中学生の作文コン
テストの参加が大幅に増加したため。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が中程度

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

民生委員児童委員事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

地域福祉活動の推進01

実施
計画16-0106

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

民生委員・児童委員（主任児童委員を含
む。）
民生委員児童委員協議会（専門部会・地
区民児協を内部に組織している。）

平成30年4月1日現在
民生委員・児童委員　　　　　128人
主任児童委員（再掲）　　　　 18人
尾張旭市民生委員児童委員協議会
　単位民協（西地区、城山地区、旭丘地区、旭地区、東地区、本地原地区）

民生委員児童委員協議会が行う活動、啓発事業について補助対象経費の1/2（上限
50万円）を補助する。

3年毎に一斉改選を行う。
（現行任期H28.12.1～H31.11.30）
その他
・3年に一度の県外研修に職員が随行している。

・民生委員児童委員研修会等に参加し、
研鑚を積んでいる。
・民生委員児童委員の資質が向上してい
る。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

49

562 903 532 455

財源内訳
千円

611

民生委員児童委員協議会研修会等の開催回数　

民生委員児童委員協議会研修会への助成金総額

研修会等への参加を通じ資質･見識が深まったと自覚す
る参加者の割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

千円

％

20 22 16 22

362 403 460 450

100 100 100 100

903 532 455

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「民生委員児童委員協議会研修会等の開催回数」は昨年度実績と同回数
となっています。また、H30計画値より6回多い結果となっています。
（原因）11月を除いた各月にて、研修会等を適切に実施できたため。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

なし

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[224]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

日本赤十字社啓発支援事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

地域福祉活動の推進01

実施
計画16-0107

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・日赤活動紹介資料の配布
・日赤資材の貸し出し
・救援物資の運搬
・献血事業
　１．啓発活動
　　広報紙等によるＰＲ、パンフレット・チラシの作成
　２．訪問献血
　　地域血液センター採血車の派遣
　３．献血グループ結成の推進
　　グループ登録者の献血推進
・活動資金の募集
　連合自治会長への依頼（４月）
　活動資金資材の準備（４～５月）
　活動資金の収集（５～７月）

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 109 117 109 8

財源内訳
千円

109

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

117 109 8

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1252]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

避難行動要支援者名簿作成事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

災害時要援護者への支援02

実施
計画16-0905

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

災害発生時の避難に特に支援を要する者
避難支援を行う者

・平成26年4月1日から災害対策基本法の一部を改正する法律が施行され、庶務事
務にて実施していた災害時要援護者名簿作成事業を、避難行動要支援者名簿作成
事業として事務事業化された。
（実施内容）
・災害に備え、個人情報を避難支援等関係者へ提供することについて同意した避
難行動要支援者の名簿を作成する。対象者は以下の通り
①７０歳以上の高齢者のみの世帯に属する者
②要介護度３から５までの者
③身体障害者手帳（１・２級）を所持している者
④精神障害者手帳（１級）を所持している者
⑤療育手帳（Ａ・Ｂ判定）を所持している者
⑥前各号に掲げる者に準ずる状態にある者（難病患者を含む。）
・避難行動要支援者名簿を、避難支援等関係者へ情報提供する。
・名簿の作成にあたって、民生委員児童委員協議会へ委託を行う。

平常時から災害発生時の避難に特に支援
を要する者（以下「避難行動要支援者」
という。）の名簿を作成し、避難支援を
行う者（以下「避難支援等関係者」とい
う。）に情報提供がされている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 956 956 956 956

財源内訳
千円

956

避難支援等関係者への事業周知回数

避難支援等関係者へ避難行動要支援者名簿の提供回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

回

2 2 2 2

3 3 4 0

956 956 956

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「避難支援等関係者へ避難行動要支援者名簿の提供回数」は0回となっ
ている。
（原因）避難支援等関係者への避難行動要支援者名簿を使った災害時における避
難支援プランの作成に関して、周知・提案が必要と考えられます。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

遅延あり

維持・横ばい

なし

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[215]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

生活保護業務

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

生活困窮者への支援03

実施
計画16-0302

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市内に現在地を有し、生活に困窮する者

　生活困窮者からの生活保護申請がなされると預貯金・生命保険などの資産調
査、扶養義務者に対する援助依頼などを行い、要保護性の有無を確認する。その
結果、有りの場合は保護決定を行い、必要な保護を行う。（最低生活の保障：現
金給付、現物給付）
　自立可能世帯については自立助長支援（就労支援等）などにより生活保護から
の脱却を目指す。

　困窮の程度に応じ必要な保護が行わ
れ、、その最低生活が保障され、自立の
助長がされている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

322,489 330,299 342,750 303,254
5,584 6,882 3,000 4,000

22,114
89,652

1,688 1,500 3,635
82,328 109,750 76,302

財源内訳
千円

439,839

生活保護申請受付件数

被保護世帯数（３月）

自立による保護廃止件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

世帯

件

43 34 40 37

186 184 220 196

5 8 15 7

421,197 457,000 387,191

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「自立による保護廃止件数」は昨年度実績と比べ1件減少しており、H30
当初値と比較すると、８件低い結果となっています。
（原因）自立による保護廃止は、稼働能力の有無やその程度、生活保護受給者の
就労意欲等による影響を受けており、保護廃止に至るまでの支援に多大な時間を
要することが原因であると考えられます。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

維持・横ばい

なし

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[221]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

行旅死亡人葬祭業務

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

生活困窮者への支援03

実施
計画16-0304

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市内における身元不明の死亡者

・葬儀から納骨までの手配
・市掲示板及び官報への身元不明者情報掲載

市内における引取り手のない身元不明の
死亡者が供養されている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

255
財源内訳

千円

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

255

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1253]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

生活困窮者自立支援事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

生活困窮者への支援03

実施
計画16-0306

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

生活保護基準に至る前の生活困窮者等
●平成２７年度から生活困窮者自立支援法の必須事業として実施する。
　様々な理由により生活困窮状態となっている生活困窮者に対し、包括的・個別
的な支援を提供するため、相談、評価、プラン策定、支援サービスの提供を行い
自立・他制度へのつなぎ等を行う。

●平成２８年度から生活困窮者自立支援法の任意事業として子どもの学習支援事
業を実施する。
　対象者への支援がより効果的に実施されるよう、教育委員会、ケースワーカー
及び生活困窮者自立支援員と連携して学習支援、就学支援及び進学支援を行う。

●平成３０年度から住居のない相談者を支援するため、生活困窮者自立支援法の
任意事業として一時生活支援事業の実施する。

・生活困窮状態から脱却し、自立した生
活ができている。
・生活困窮世帯等の子どもの将来がその
生まれ育った環境によって左右されない
よう、必要な環境整備と教育の機会均等
ができている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

4,164 4,922 4,519 4,114
3,750 3,222

2,390 2,309 3,602 2,566

財源内訳
千円

6,554

支援プラン策定件数

支援プランを策定した者の内、支援サービスを受け、自
立や他制度への移行をした者の割合

子どもの学習支援事業登録者の内、中学３年生の進学者
数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

％

人

7 2 12 10

86

7

100 100 90

12 20 13

7,231 11,871 9,902

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】 （状況）「支援プランを策定した者の内、支援サービスを受け、自立や他制度へ
の移行をした者の割合」は90%となり、H29から10ポイント減少した。
「子どもの学習支援事業登録者の内、中学３年生の進学者数」については、H29
から1人増加した。
（原因）プラン策定者数が前年から8名増え、10名となったが、全員が自立等を
果たすことはできなかったたため。
進学者は３年生の登録者数が12人から13人に増えたこと、また13人全員が進学し
たことにより増加した。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

遅延あり

低下

余地が中程度

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●平成30年度に、生活保護受給世帯及び生活困窮世帯の中学生を対象とした子どもの学習支援事業を拡充します。
●拡充にあたっては、ひとり親家庭生活支援事業の子どもの生活・学習支援事業と一体的に実施します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

子どもの学習支援事業をひとり親世帯も対象とし、午前・午後の2部制や対象者の定員を30人から60人に拡充した。

一般会計



[216]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

戦没者遺族等援護事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

（施策の総合推進）09

実施
計画16-0901

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

戦没者遺族等
尾張旭市遺族会
市民

戦没者遺族等への援護事業の実施
【戦没者追悼式】
・市内公共施設において無宗教式の戦没者追悼式を実施することにより、戦没者
の霊を追悼するとともに、平和への誓いを新たにする。
・戦没者追悼式の実施を市遺族会員等へ広報や案内等により周知する。
・平成30年度は、10月25日(木)に開催。
【市遺族会活動への支援（補助金の交付）】
　◆尾張旭市遺族会の活動
　　戦没者遺族の相互連携を図りながら地域福祉向上に寄与する。
　　　①慰霊祭を通じた非戦の訴え・戦没者への哀悼意識の啓発
　　　②遺族処遇向上に関する活動
【その他の援護事務】
　戦没者遺族等への給付金事務など
※平成29年度より 16-0105社会福祉団体育成支援事業で行っていた市遺族会への
支援を16-0901戦没者追悼式実施事業を戦没者遺族等援護事業に名称変更し実施。
この事業で市遺族会への補助及び戦没者追悼式の実施、さらに特別弔慰金等の戦
没者遺族等援護事務を行う。
　

・戦没者追悼式において、戦没者の霊が
追悼され、平和への誓いが新たにされて
いる。
・市遺族会の運営維持と活動促進が図ら
れている。
・戦没者遺族等が援護されている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 262 514 551 545

財源内訳
千円

262

戦没者追悼式開催回数

補助金額

戦没者追悼式参列者数

戦没者遺族関係団体の慰霊祭等実施回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

千円

人

回

1 1 1 1

250 250 250 250

170

7

130 150 130

7 5 7

514 551 545

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）「戦没者追悼式参列者数」は昨年度実績から増減なしとなっている。「
戦没者遺族関係団体の慰霊祭等実施回数」も昨年度と増減なし。
（原因）「戦没者追悼式参列者数」は、戦没者遺族等の高齢化の影響もあり、参
列者の増加は見込みにくいと考えられる。「戦没者遺族関係団体の慰霊祭等実施
回数」については、遺族会の実施する慰霊祭等が概ね決まっているためと考えら
れる。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1204]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

尾張東部成年後見センター事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

（施策の総合推進）09

実施
計画16-0902

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

認知症、知的障がい、精神障がいなどの
理由で、判断能力の不十分な人。

尾張東部成年後見センターにおいて実施する、成年後見制度に基づいた、任意後
見制度・法定後見制度を受けるための相談業務、財産保護に関する法律行為や金
銭管理等の法人後見、制度の普及啓発活動などに係る費用を、尾張東部地域５市
１町で分担しセンターを運営する。
・尾張東部成年後見センターの規模等
　運　　営：尾張東部５市１町で実施
　設置場所：日進市
　設立日時：平成２３年１０月１日
　職 員 数：平成３０年度９名（相談員６名、支援員２名、事務員１名）
　運営経費：約３，１７０万円
　　　　　　うち、尾張旭市負担分　平成３０年度負担予定分６０６．５万円　
　　　　　（負担割合　一般会計民生費、特別会計介護保険　１対２で按分）
※平成27年度から、幹事団体が持ち回りとなった。（平成23～26年度　日進市）
　平成27,28年度幹事団体　東郷町、平成29,30年度幹事団体　豊明市

　

判断能力の不十分な人が、財産被害を受
けたり、人間としての尊厳が損なわれた
りすることがないように、保護・支援す
る。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

44 22 87 48
22 11 43 24

1,739 1,766 1,892 1,866

財源内訳
千円

1,805

負担金の額

成年後見制度利用者数（障害者分　実人数）

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

　円

　人

1,805 1,799 2,000 1,938

3 2 2 4

1,799 2,022 1,938

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成29年度に比べると実績値は2ポイント向上した。後見人等支援の必要な方へ
成年後見利用制度の周知に努め、障がい者人権擁護の理解促進を図る。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が中程度

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[746]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

尾張あさひ苑利用料助成事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

（施策の総合推進）09

実施
計画16-0904

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

　尾張旭市保養センター尾張あさひ苑を
宿泊利用する市民（中学生以上）及び市
内在勤者（※在勤者については、産業課
で予算対応）

　尾張旭市保養センター尾張あさひ苑を宿泊利用する市民に対し、宿泊料の一部
を助成することにより市民福祉の向上及び市内在勤勤労者福祉の推進を図る。
○助成金額
(1)　尾張旭市内在住の高齢者、身体障害者、知的障害者、母子・父子世帯員、生
活保護世帯員、精神障害者及び障害者医療費受給者　1,500円/泊
(2)　尾張旭市在住者一般（中学生以上）　1,000円/泊
(3)　尾張旭市在勤者世帯員　500円/泊

○助成券交付方法
　尾張あさひ苑にて宿泊予約→福祉課にて助成を申請→同窓口で確認→宿泊時、
確認済証を尾張あさひ苑へ持参し精算時に提出、助成金額を引いた額で宿泊料支
払。

※尾張あさひ苑に確認済証を持参しなかった場合は、尾張あさひ苑で保険証等に
より住所等を確認し、助成金額を引いた額で宿泊料支払。
※尾張あさひ苑の作成するチラシ（春・夏・秋・冬）によりＰＲを行う。

　宿泊料が助成されている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 6,799 5,770 6,850 5,402

財源内訳
千円

6,799

助成件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件 4,724 4,017 4,750 3,773

5,770 6,850 5,402

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

遅延あり

未設定

未設定

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1208]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

非核平和都市事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

（施策の総合推進）09

実施
計画16-0906

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市民
・市内小中学生 【事業内容】

　・宣言啓発物品の作成及び配布
　・宣言及び事業啓発リーフレットの作成及び配布
　・千羽鶴を作成・展示し、広島又は長崎へ捧げる
　・原爆写真ポスター等の展示
　・平和記念式典等への参列
　・被爆体験「語り部」講演会の開催
　・その他関連事業

※平成27年度より、秘書課から福祉課へ事務事業が移管された。
非核平和の重要性を理解し、核兵器の廃
絶と恒久平和の実現を目指し努力してい
る。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 297 330 278 269

財源内訳
千円

297

非核平和関連事業の実施数

宣言啓発物品の印刷冊数

非核平和関連事業への延べ参加者数

宣言啓発物品の配布冊数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

冊

人

冊

9 9 9 9

1,200 1,000 1,000 1,000

4,879

1,200

5,047 4,700 4,783

1,000 1,000 1,000

330 278 269

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）非核平和関連事業への延べ参加者数は、昨年度実績と比べ5.2ポイント
減少している。宣言啓発物品の配付数は、前年度からの増減はなし。
（原因）非核平和関連事業への延べ参加者数は、被爆体験語り部講演会を今年度
は西中学校で開催したことから、前年度開催の旭中学校より生徒数が少ないため
減少したもの。

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が小さい・なし

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1193]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

地域自殺対策事業

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

（施策の総合推進）09

実施
計画16-0907

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市民 地域自殺対策強化事業
　本事業は国の地域自殺対策緊急強化交付金に基づき、３年間（H21・22・23）（
H24・25・26）の期間限定事業として実施されてきた。
　平成27年度からは、地域自殺対策強化交付金に変更され、事業継続している。

１　相談支援事業
　「こころの健康相談」として、社会福祉法人に委託して実施する。

２　自殺予防週間及び自殺対策強化月間
　啓発活動を実施する。

　誰も自殺に追い込まれることなく、生
きがいや希望を持って暮らすことができ
ている。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

500 250 2,050 250

500 250 1,406 250

財源内訳
千円

1,000

「こころの健康相談」年間相談件数

年間（前年度1月～当該年度12月）自殺者数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

人

79 85 140 66

6 9 0 10

500 3,456 500

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「年間（前年度1月～当該年度12月）自殺者数」は、11.1ポイント上昇
している。
（原因）不明

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

遅延あり

低下

余地が小さい・なし

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[936]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

生活保護庶務事務

健康福祉部
福祉課

地域福祉の推進

01

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0402

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

①福祉行政報告例第1表～6表
②　　　〃　　　経理状況報告
③　　　〃　　　年金担保貸付状況報告
④生活保護指導監査資料作成
⑤　　〃　全国一斉調査実施
⑥生活保護費国庫負担金　申請、調定、実績報告
⑦　　〃　　県費　　　　申請、調定、実績報告
⑧生活保護関係レセプト点検臨時職員雇用、賃金支給
⑨　　〃　　　医療扶助適正実施臨時職員雇用、賃金支給
⑩生活保護受給者等就労相談支援員雇用、賃金支給

・県を経由し厚生労働省に福祉行政報告例を毎月報告する。
・指導監査、全国一斉調査等の資料作成を行い、保護実態把握につとめる。
・報告例等の実績に基づき、適正に国県負担金事務を行う。
・適正な予算管理に努める。

指標名称

担当

単位 28年度実績 29年度実績 30年度当初 30年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

1,279 1,596 1,673 2,348
45

4,133 3,398 4,513 4,749

財源内訳
千円

5,412

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

4,994 6,186 7,142

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

30
（対象をどのような状態にしたいのか）

06

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

H30年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

H30年度実施取組方針の実績評価
H30年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H30年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計


